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アメリカは，我々が前稿で検討したように，世界恐慌以後に強められる主要

諸国の対米通商差別に対抗するなかで，互恵通商協定政策を通じて基本的に「武

器の批判」の意義を有する最恵国原理を提起し， 各種の市場独占形態の解消を

迫り，具体的には平等待遇を要求して輸出市場の維持と回復を追求した。 38年

11月の米英通商協定成立は， 英連邦特恵関税制の部分的解体を意味し，最恵国

原理の復活にもとづ、いて多角主義的国際貿易関係を再建するアメリカの政策目

標に重要な前進的契機を与えた 1）。また，平等待遇の要求に関しては，通商協定

が戦争前迄に金ブロック諸国，ラテン・アメリカ諸国及びイギリス等20ヵ国と

の聞で締結されたが，協定成立はそれ自体アメリカに対する平等待遇の保証に

すぎない乙とは改めて確認しておくべきであろう。 というのも，アメリカの政

策上の環を成す最恵国原理は，それが関税に関連づけられる場合，各国は関税

譲許による輸入急増と譲許全般化を回避する様々な手段を採用した結果， その
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機能範囲を狭められていた。 しかも，アメリカが政策展開の対象とした関税自

体が大抵の国々にとっては貿易統制の第二次的手段にすぎなかったのである。

更に，アメリカは協定相手国が採用している貿易統制の主要手段である非関税

障壁に最恵国原理を適用する努力を払ったにも拘らず，そうした努力は本来「市

場諸経済問で自由に競争する国際貿易」の実態にもとづく最恵国原理と， 為替

管理，双務的清算制，輸入割当制などの手段が依拠した「市場諸力の作働を制

限する」原理との閣の矛盾を克服するものではなく， 採用された最恵国原理の

適用方式が実質的に侵害を受けるのは必然であった2）。協定諸国との協調的関係

乃至力関係が侵害を妨止する次善の条件となるが，結局， そうした原理上の矛

盾を克服するには，単に平等待遇の保証に止まらず，国際的な最恵国原理の復

活を実現する他はなく，乙うしてアメリカの互恵通商協定政策は貿易の国家的

干渉の排除＝自由市場経済原理の復権に政策目標を収散させざるをえない。

乙れまで我々は，互恵通商協定政策で以てニュー・ディール貿易政策を代表

させてきたが，ここで改めてニュー・ディーノレ貿易政策をどのように理解して

いるかを述べておかねばなるまい。 アメリカは，諸外国で発展してきた貿易政

策上の双務主義に対し，（1）殆んどの貿易相手国に対する出超，（2）アメリカ工業

の優位な対外競争力，（3）高率保護関税を通じた園内諸産業に対する国内市場確

保，（4）国内経済循環に対する外国貿易の相対的独立性，（5）いわゆる国際収支問

題の不成立，などの諸条件に規制されて双務主義を排除し最恵国主義を採用し

た。他方，世界恐慌下に生じた各国の対米債務不履行が持続し，またアメリカ

の民間長期資本輸出が崩壊状況に陥るなかで，上記（1）～（3）の条件とも相まって，

各国は国際収支困難にもとづいて対米貿易規制を強め始めた。 これに対し，ア

メリは，（3）と（4）の条件に依拠して，自国の高率関税を軽減して国内市場を開放

する方向に転換し， それに照応した孤立主義から国際主義への政策基調の転換

とともに，最恵国原理にもとづ、いて互恵的な関税譲許網を国際的に拡張する政

策に乗り出した3）。互恵通商協定政策はこの方向に即して上述した自由市場経

済原則の復権を基本的課題としたが， 他方で，アメリカの輸出を回復させる為

には，相手国市場の確保に対する見返りとしてアメリカ市場を開放せねばなら
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ず，相互に園内市場を開放しあう関係においてはアメリカの産業再調整の問題

が発生せざるをえない4）。アメリカは，直接に圏内の非能率で低生産性の産業を

放棄するか，或いは長期安定的な資本輸出を実現させて間接に産業再調整問題

を緩和するか，そのいずれにも基本的には取組まず，むしろそこに現われてい

る国際均衡に逆行する政策をすら展開する。 このような意味において，一万で

互恵通商協定政策を中心に国際貿易関係に自由市場原理を復活させようとする

が，他方で国際均衡乃至諸国の国際収支問題に対する認識と配慮を欠いたもの

として，我々はニュー・ディーノレ貿易政策を理解している。

こうしたニュー・ディール貿易政策を検討する場合，後者の圏内産業再調整

と国際均衡の問題において注目する必要があるのは，ニュー・ディーノレ農業政

策の展開とそれに付随して確立されてくる農産物の二重価格制であり，二重価

格制は，それが農業における自由市場原理の放棄にもとづく以上，国際貿易に

おける自由市場原理と抵触するからである。

1）拙稿，「アメリカ互恵通商協定政策の成立と展開」， 『経済論究』， 第35号（1975

年12月）， pp.116-17。
2 ) Arndt, H. W. , Economic Lessons of the Nineteen Thirties, 1944. (2nd 

imp., 1963), p. 85. 

例えば，輸入割当制に対してアメリカが求めた平等待遇を保証する「代表的期

間J方式は，それが市場諸力の機能を通じた価格均衡に基準を求めない以上，「代
表的期間の定義」を相互の「意見の問題」＝交渉上の力関係に基準を求める結果，

譲許を相殺する手段を導入し易い。またその方式は各国の生産者たちの「競争上

の地位変動」を考慮しえない側面をもっていた。更に， 為替管理の場合に譲許の

侵害が著しい。収支差額の累積，輸出業者に対する支払い遅延，為替相場の変動，

輸入業者に対する外国為替の配給，隠れた輸出補助金等のどれか一つによる侵害

を妨止するのは困難であった（ditto,p. 85参照）。

3）拙稿，前出， pp.103-04, 107-110 

4) Gardner, R. N., Sterling-Dollar Diplomacy, 1969，邦〔村野孝・加瀬正一〕

訳，『国際通貨体制成立史（上）』， 1973年， pp.125-26。
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I 互恵通商協定政策と後進農業国

アメリカの互恵通商協定政策は関税制度の運用に対象を求め，協定相手国が

容認する貿易上の譲許の範囲に見合って，税率引 Fげ， 増率据置き及び免税据

置きの三形態で関税譲許を供与する内容から成り， 最恵国条款を通じてこれら

の譲許を協定諸国に全般化するものである。 また，農・鉱産物など一次産品の

輸入に関しては， NIRA,1932年歳入法及びジョーンズ＝コスティガン砂糖法な

どにもとづいて， 関税割当と輸入品内国消費税が適用され，国内の関連商品の

生産に保護を与えた1）。 1930年関税自体が高率で（表1参照），税率引｜ごげ幅も

50%以内に制限されている上に，そうした関税制度の運用に量的制限を導入し

て農・鉱業を保護する措置を重ねることは， 当該国内産業と競争することのな

い熱帯産品や特殊な原材料の輸出固については別だが， 多様な農業生産を展開

表 1 1922年及び1930年のアメリカ関税率

（各関税項目の従価平均比率：%）

関税表l
i I fむ学製品・油類及び塗料
2 ! 土石・陶土器及びガラス器兵

3 I 全局及び同製品
4 I 木材及ぴ同製品
5 I 砂糖・糖密及び同製品
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煙草及ぴ同製品

農産物及び食料

酒類・ブドー酒及ぴ他の飲料

綿製品

亜麻・麻・黄麻及び同製品

羊毛及び同製品

絹製品

人絹製品

紙類及び書籍

雑品

22年関税法

29.22 

45.62 

33.71 

7.97 

67.85 

63.09 

19.86 

36.48 

40.27 

18.16 

49.54 

56.56 

52.68 

24. 72 

21. 97 

30年関税法

31. 40 

53.62 

35.01 

10.49 

77.21 

64.78 

33.61 

47.44 

46.42 

19.14 

59.83 

59.13 

53.62 

26.06 

27.39 

（資料） Taussig, F. W., The Tariff History of the United States, 

邦［長谷田・安芸共］訳『米国関税史.l,1938年.pp. 452 53. 
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し農産物を主な輸出品としている後進諸国との協定可能性を著しく制約せざる

をえない。金ブロック諸国やイギリスとの協定交渉が示したように，アメリカ

は主要供給国方式に関税を細分類する方法を結びつけ， 関税譲許の供与範囲を

拡大して協定締結を促進しえたのに比べて2) （表2参照），農産物は一般に工業

製品とは違って商品多様化の余地は少なく， 工業諸国との聞で活用された関税

細分類の方法を農産物輸入品に適用するには自ずと限界があった。 ここでは，

そうした関係を最もよく示す例としてアルゼンチンとの協定交法をとりあげ，

そとで示された互恵通商協定政策の問題点を検討しよう。

アルゼンチンの先進工業諸国との貿易は，世界恐慌前で輸出先をイギリス，

ドイツ，オランダ，ベルギーなどに求め，アメリカ，イギ、リス， ドイツ，イタ

リー，フランスなどから輸入を行ない，乙れら先進諸国との貿易差額は，アメ

リカとイタリーを別として，順調であった。 その際，アルゼ、ンチンは，他の南

米諸国と異なり， 外貨を獲得する輸出品を特定のものに特殊化させてはいなか

った九 その後も ζの基調に変イじはなく，例えば， 1935～37年期聞に， トウモ

ロコシ，小麦，亜麻仁，牛肉，及び羊毛の輸出が総輸出額の 70%に達し，農産

物輸出は全体の約85%を占めたぺ また，世界恐慌下に為替管理を導入（31年

10月）して以降，アルゼンチンはイギリスとの輸出入を倍大し（特に 31～34年

表 2 互恵通商協定によるアメリカの関税引下げと関税細分類

｜聞の通商協定川米英通商協定

関税引下げ合計 511 468 

旧分類下の引下げ項目数 309 272 

新分類下の引下げ項目数 202 196 

15 48 

思新規の商品銘柄 155 110 

上記二方法の併用 32 38 

注： (1)38年11月の米英通商協定より前に成立した諸協定に関したものである。

出所： Kreider,Carl，“The Effect of American Trade Agreements on 
Third Countries: Retrospect”， The American Economic Review, 
March 1941, p. 785. [from, Monthly Bulletin of the Am巴rican
Tariff League, no. 116, Jnly, 1938, p. 2 and the Supplement, 
Nov. -Dec., 1938, p. 9] 
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期間）， 35年にペソ平価を切下げた後は，入超諸国との貿易収支均衡化と出超諸

国との差額維持に努めた。 こうした背景の下で，アメリカとアルゼンチンの貿

易は，恐慌前の圧倒的なアメリカの出超（25～29年で累計6億わけから， 30

～34年にアメリカ出超幅が縮減し（累計3.7億ドル）， 35年以降は両国は，貿易

量が停滞するなかで， 実質的な均衡を保つ関係に入った5）。他方で，アルゼン

チンの対米ドノレ債務の累積は 35年末で3.5億ドル（内，約9千万ドノレは利子滞

納）に上っていたが， 39年末には2億ドノレに減少し，債務不履行は5%にすぎ

ない状態まで回復を遂げていた6）。

以上の経過をうけて 39年8月に開始された協定交渉において，アメリカは双

務主義や為替管理を手段とした諸国に対する競争上の地位改善をアルゼンチン

市場で期待したが， 同時に圏内での北部農業者，牧畜業者及び鉱山業者の強い

反対を受けてもいた。 アルゼンチンは，双務主義的基調にもとづ、いて，小麦，

トウモロコシ，羊毛，獣皮，及び亜麻仁など農産物の輸出増加を期待した。小

麦を除くこれらの農産物は， 1935～37年に，アルゼンチンの対米輸出の 75%を

占めていた7）が，アルゼンチンが輸出増加を期待する農産物はアメリカ関税表

では殆んど従量関税の対象となっておりへ 農業恐慌の国際的激化に伴ない農

産物価格が暴落するなかでは， これらの従量関税は外国農産物の輸入に重税を

課す効果をもっていた。 アメリカはトウモロコシ，亜麻仁，カゼイン，獣脂，

未脱脂羊毛，チーズ，缶詰牛肉など 38品目に対し関税譲許を提示したが，それ

らは圏内農産物と競合する品目であり， 多くの品目に関税割当を適用し輸入数

量を制限しようと試みた。交渉中に勃発したヨーロッパの戦争によってひきお

乙されたヨーロッパ工業諸国からの輸入不足に対する懸念の為に，アメリカへ

の輸入先転換の配慮が強まったものの， アルゼンチン通貨当局は「アメリカ商

品の強大な流入を認めることにより対外支払に必要な外国為替を乙の国から流

出させる」協定には調印できないとして，交渉を停止し（40年1月），主要輸入

先を依然としてイギリスとフランスに求めることとした9）。

両国間の通商協定交渉は，一方でアルゼンチンの農産物輸出の増加と，他方

でアメリカの工業製品の輸出回復を構成内容としていたが， アメリカがアノレゼ
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ンチン市場で双務主義に訴える工業諸国との競争条件を回復させようとすれば，

アルゼンチンに対してそれに見合うだけの自国市場を開放する必要があった。

その為にアメリカは農産物輸入に関税譲許を提供したわけであるが，園内農業

における保護政策の展開（本稿E章を参照）と関連して， 関税割当による輸入

の量的制限を通じ圏内市場の開放広制限を加えることになれば， アルゼンチン

にとっては対米通商協定の利益は削がれざるをえない。のみならず，通商協定

にもとづいて対米貿易を再び強化すれば， アルゼンチンが既にみた恐慌前及び

30年代前半の対米入超構造へ転落するのは必至であった。 アルゼンチンが，世

界戦争への展開が予想される歴史的背景のなかで， これまで実現してきた輸出

余剰を維持し工業化の志向を強めるとすれば， アメリカの互恵通商協定政策は

二重の意味でそうしたアルゼンチンの指針を阻害せずにはいない。すなわち，

輸出余剰そのものを縮減させ，アメリカ工業製品の輸入によってアルゼンチン

工業化の規模と性格が規制されるという意味で。 アルゼンチン通貨当局が懸念

したのは乙の危険であった。 アメリカ互恵通商協定政策が後進農業国に及ぼす

作用とその展開能力の限界は乙こに典型的に示されている。

そして，乙の協定交渉が明らかにしたのは， 互恵通商協定政策の推進に対し

てアメリカの農業保護政策が条件に応じて重大な制約をなすという乙とであり，

また， 互恵通商協定政策それ自体は後進国の貿易統制（この場合は為替管理）

の手段を解除させる方法を欠いていたことである。 この後の点は，次章で検討

するように， ワシントン輸出入銀行を通じて部分的に着手されるが，その融資

政策はむしろアメリカ工業の輸出利害にもとづいており，必ずしも目的意識的

に追求されたわけではなく試行錯誤的であった。

1）関税割当は， 輸入割当量までは引下げられた関税率を適用し， それを上廻る輸

入分には旧水準の関税を適用する方法であり， 砂糖，タバコなど農産物輸入に主
に適用された。 Whittlesey,C.R.，“Import Quotas in the United States’，， 

The Quarterly Journal of Economics, Nov. 1937, pp. 37-65; Popper, D. H., 

“Six Years of American Tariff Bargaining”， Foreign Policy Reports, vol. 
XVI, No. 3, 1940, pp. 35-36及び Schickele,R., Agricultural Policy: Farm 

Programs and National Welfare. 1954, pp. 209-10などを参照。輸入品内国

消費税は， 関税法によらずに関税保護効果を与えあるいは強化するために議会が
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利用した手段で，石油，木材，銅，石炭及び油脂類など特定の輸入品l乙適用され

た（Popper,op. cit., p. 36）。

2）タスカによれば， 36年末迄i乙発効した 15ヶ国との通商協定に関する関税譲許の

内，関税が引下げられたアメリカ関税総数は 448で，その内 275は旧分類のままで

引下げられ，新分類を施してのそれは173であった (Monthly Bulletin of the 

American Tariff League, Dec. 1936, p. 3-Tasca, H, J., The Reciprocal 
Trade Policy of the United States, 1938 (rep. 1967), pp. 142 43）。そして

新分類下の関税引下げは，新規の価額区分10，新規の商品銘柄133及び両者の併用

30から成っており， こうした関税細分類を通じた譲許はペ、Jレギー，スウェーデン，

カナダ，オランダ，スイス及びフランスという工業諸国及至工業化の進展してい

る諸国との協定に限られていた（Tasca,op. cit. , pp. 142-43）。このような関

連で米英通商協定をみれば（表2），関税細分類が譲許方法としてより活用されて

いるのが見てとれよう。

3）例えば，不況以前で， ボリヴィアの錫（総輸出の 73%), ブラジJレのコーヒー

（同71%），コロンピアのコーヒー（同61%），チリーの硝酸塩と銅（同84%），ぺ

Jレーの石油と銅（同58%），ベネズェラの石油（同76%）など，南米諸国の輸出に

みられるモノカルチュア的性格に比べれば， アルゼンチンは重要な例外をなして

いた（Cf.,Royal Institute of International Affairs, The Problem of In-

ternational Investment, 1937, 邦（揚井克己・中西直行）訳， 『国際投資論』

1970年， p.283）。

4) U.S. Department of Commerce, Bureau of Foreign and Domestic Co-
mmerce, Foreign Commerce Yearbook, 1938, p. 206. 

5) do., Foreign Commerce Yearbook，各年号を参照。

6) Royal Institute of International Affairs, 邦訳，前出書， p.323; U.S. 
Department of Commerce, The Balance of International Payments of the 

United States, 1939, pp. 79-81。1939年末現在の外国ドル債券（foreigndollar 

bonds）未償還状態の特徴をカナダと南米7ヶ国とについてみれば，（1）これら8ヶ

国で未償還債券総額（33億3,500万ドル）の70%を占め，（3）その内，南米7ヶ国は

政府発行を中心に全体の 28%を占め， (3）アルゼンチンはウルグァイとともに利子

滞納率は低く（夫々 5.1%, 10. 4%），ペノレーとボリヴィアの 100%，ブラジルの

92.2%，コロンピアの 89.6%及ぴチリーの 74.8%と比べて，債務内容は良好であ

る。

7) U.S. Dept. of Commerce, Foreign Commerce Yearbook, 1938, p. 210. 

なお，同期聞において， アルゼンチン輸出数量に占める対米輸出は， 脱脂羊毛の

50～70%，皮革の30%，亜麻仁の25%, トウモロコシの12%などであり，アメリ
カ市場の役割は小さくはなかった。

8) 1930年関税によれば，亜麻仁の従価 10%と塩漬獣皮の従価 10%を別にすれば，

トウモロコシが1ブッシェル当り 25セント，小麦が同 42セント，生鮮牛肉がポン

ド当り 6セント，未脱脂羊毛が同 24セント，脱脂羊毛が同 27セントなどと，従量

関税を課されていた（U.S. Treasury Department, Tariff Act of 1930 on 
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Imports into the United States，の該当ノマラグラフを参照）。序でに述べておけ

ば，アルゼンチンの対米輸出における免税輸出の比率は1937年で17.1%にすぎず，

ブラジJレの88%，チリーの89%，コロンピアの99%，ペJレーの78%などと対照的

であり，ウルグァイの10%と近似していた (U.S. Department of Commerce, 

Statistical Abstracts of the United States, 1940, p. 507）。

9）以上， Popper,op. cit., pp. 36-37, この交渉停止とともに，同時に進められ

ていたウルグァイとの交渉も打ち切られた。 ウルグァイは輸出品構成や対米債務

関係などアルゼンチンと殆んど類似的であった。

II ワシントン輸出入銀行の設立とニュー・ディール貿易政策

ワシントン輸出入銀行（Export-ImportBank of Washington －以下，輸

銀と略称）を創立する大統領命令は「合衆国と諸外固またはそれに関する諸機

関乃至諸国民との閣の輸出入及び商品交換を金融する場合に援助しまたそれを

促進すること」の必要を宣言した1）。宣言中の「商品交換」は「国際的なパー

ター取BUを意味した2）から，輸銀は当初からアメリカの諸外国とのあらゆる

形態の商品交換を対象にしていた。 この一般的目的を遂行するために授権が行

われるわが，乙乙では主にニュー・ディーノレ貿易政策の基調との関連で輸銀の

運営方向をみることにしたい。 そこで，長期の貿易金融機関を設立しようとし

た1920年代の経験4）や第一・第二ワシントン輸出入銀行の設立と統合の経過5)

については省略する。

輸銀の運営を検討する場合， アメリカの対外金融面において次のような政策

措置と事態が寄在していたことを看過すべきではない。輸銀設立（34年2月〉

後に成立したヅョンソン法（34年4月）は，「旧債借替のため米国に於て募債す

る場合，一部南米諸国のように私債のみの支払を遅怠している場合， 外国に於

る財務省の通貨政策の運用を助成するため政府直属機関が債務不履行諸国と金

融取引を行う場合」を除けば， 戦債又は戦後の債務に対する支払を遅延してい

る一切の国との金融取引を禁止した九他方，資本逃避防止法が緩和され（34年

11月），「海外投資・貿易決済等のための海外送金」は財務省の許可制から外さ

れて7），国際的銀行業務に対する行政的介入は排除されることになった。また，

30年代初期に急速に発展・強化された諸外国の貿易・為替に対する諸種の統制
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の下で，アメリカの資本輸出は実質的に崩壊状況に陥り， 民間長期債権の償還

と投資の利子・配当受取が減退した資本輸出を遥かに超過し8），対米債務諸国は

ドル不足の事態に益々陥らざるをえなかった。輸銀は世界恐慌下のアメリカ輸

出の急減と， そうした長期資本輸出の停滞を背景に設立され，活動を開始する

わけである。

輸銀の信用供与政策は， アメリカ外国貿易の惨落からの回復を目的とした互

恵通商協定政策との関係が重要である。既に前稿で，ハノレ・ピーク論争の存在

と外国貿易に関連する諸立法聞の不調和を示唆しておいた9）が， 例えば，一方

では第一ワシントン輸出入銀行はその設立目的に即してソヴィエト貿易を促進

する為に 1億ドルの信用を設定したが，上述のジョンソン法適用によって対ソ

貿易拡張に制約を加えられているのはその一例である。初代輸銀総裁G. ピー

クを中心に初めのうちは輸銀の運営はパーター協定を促進する方向に進められ

たが，国務省がドイツとの原綿輸出を含むパーター取引に反対したことにより，

やがて転換を余儀なくされた。 こうした結果になったのは，国務省が中心とな

って進めていた互恵通商協定計画に照すと， ドイツは対米通商差別国と認定さ

れていた10）からであろう。 これは上記論争における国務長官ノVレの勝利を意味

した11）。 その結果，高率関税と厳格な双務主義に立脚する輸出入均衡主義を基

準としたパーター協定は， ニュー・ディール貿易政策の形成要素となりえなく

なった。そこで，（1）債務国は自発的に輸出を図ればよいのに比べて債権国は人

為的に輸出を刺激しなければならない，（2）アメリカの外国貿易関係者は，それ

ぞれの国の政府によって積極的に支援されている外国の競争者に対抗するため，

彼等に付与されているのと同様の援助を受けるべきである 12り という考え方は

排除される。 乙の考え方が容認しようとした対外競争の為の二重価格制度は，

財務省がドイツの輸出補助金に対し対抗関税を適用して反対したように問，ア

メリカの貿易促進手段とはならなかった。

乙うして，論争における国務長官ノVレの勝利と共に， 輸銀は事実上「控え目

な国務省の付属物」となり，その政策上の指針は，（1）貿易金融の民間機関と競

争するのを回避し，（2）輸入貿易を金融することに関与せず，（3）国務省の貿易自
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由化政策の目的と衝突するのを避けるが，乙の自由化目的の為には，パーター協

定や為替清算制を含む諸業務に従事することによって活動を著しく拡張する凶，

ことに求められた。 つまり，輸銀は，一方では民間銀行業者から業務運営に関

する助力を得ながら民間銀行の輸出金融を支援するという民間優先の関係に立

ち，他方で互恵通商協定政策の推進を補強する方向で信用供与を行う関係に立

つ乙とになったわけである。創業以来38年度迄の輸銀業務実績の「四分の一以

下が同行の組織者達によって期待されたタイプのもので， 輸出入銀行は民間事

業に取って替ることを全く回避してきた。同行によって行われた大部分の業務

は他の政府諸機関に代替することから成っていた15）」という活動実績がそうし

た輸銀の位置関係を裏づける。この後の業務内容をホイットノレセーは「変則的」

事態と評価したが， それは，当時の国際経済関係の不安定や各国での政府統制

の強化などを考慮すれば， 外国貿易に関連する政府諸機関の機能を統合して，

互恵通商協定計画を軸とする貿易自由化運動を促進しようとしたことをむしろ

意味し，或いは外国との貿易関係を維持乃至発展に導く条件を形成する活動と

みなすことができる。

1938年以降輸銀は，それまでラテン・アメリカ及び中国向け鉄道資財の輸出

を援助する為に僅か 300万ドノレにも達しない信用供与を行なっていたことから

転じて， 中・長期の信用供与を拡大して実質的に相手国の為替事情を緩和乃至

それによる制約を回避する政策を開始する。 乙の方向は， 38年7月のハイチ向

け道路建設融資500万ドノレ， 12月の国際電信電話会社の南米での事業に対する

1千万ドノレの信用供与と中国政府の代理機関向け融資2,500ドノレ， 39年3月の

ブラジル銀行借款 1,920万ドルと積極的に展開され，第二次大戦の開始後は，

輸銀の業務は益々ラテン・アメリカにこの方向で傾斜していく 16）。また，乙う

した中・長期の信用供与に際して，輸銀はアメリカ商品の購入と輸出品のアメ

リカ船輸送を条件としていた。 こうして，輸銀が主に耐久性工業製品の輸出に

関連して輸出信用を拡張することは，それによって海外市場での競争上の地位

を維持するのみでなく， そうした商品の輸出決済に生じうる信用並びに為替の

危険を輸銀が負担することを通じて， 実質的に相手国の外貨保有状態による為
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替の制約を回避して輸出を実現することを意図している。 それは，見方をかえ

れば，相手国政府乃至中央銀行の債務保証を条件に， 民間長期資本輸出に代る

政府資本の間接的な期限付き輸出とみなすことができるだろうが， その場合，

ブラジル銀行借款が対米貿易における為替管理を中止する為に用いることを義

務づけられたように， 中南米融資の強佑は特にドイツの「封鎖マノレク」政策に

対抗してその市場転換圧力をこれら市場から排除する行動でもあった問。 そ乙

には政治的対立のー斑が示されているが， 上記のいわゆる「対蒋クレジット」

は国民党政府の対日闘争を援助する政治的行動の一環をなしていた。

1 ) Whittlesey, C.R.，“Five Years of Export-Import Bank”， The American 
Economic Review, September, 1939, p. 488; Gantenbein, J. W., Financial 
Questions in United States Foreign Policy, 1936，邦〔町田義一郎〕訳，『ア

メリカ対外政策に於ける金融問題』 1942年， p.3020

2) Whittlesey, op. cit., p. 488, f. n. 

3）コロンピア州法の下で，ワシントン輸出入銀行設立許可証は，（1）預金の受入れ，

(3）約束手形，支払指図書，為替手形等の債務証書の売買・譲渡並びに裏書付または

裏書なしでの割引，（3）合衆国またはその各州の債務を含む有価証券（但し，本行資

金での他の会社の株式購入は含まない）の売買，及び（4）本行宛の為替手形あるい

は支払指図書の引受， 信用状の発行， 鋳貨・地金及び為替の売買，資金の貸借並

びに当該事業及至業務の遂行上法律によって行い或いは営むことの許されている

必要な職能を果すこと，を援権された（Whittlesey,op. cit., p. 488; Ganten-

bein，前出書， pp.302-03）。但し，預金業務は排除されたが，同州銀行法の制限

（債券害問｜の不許可）を議会の手で除去し財務長官の承認をうけての再割引も認め

られた（35年1月）。また，資本関係では，1938年度末時点で，復興金融公庫が4,500

万ドルを 5%累積優先株で所有し，国務長官及び商務長官が合計100万ド、ルを普通

株で所有していたが，優先株は創業時に 1,000万ドル， 35年度に 2,000万ドルに増

資されそして38年度に更に2,500万ドノレが追加されたのである（Whittlesey,op. 

cit. , p. 489）。

4) Stern, Siegfried, The United States in International Banking, 1951, 

pp. 96 97. 

5) Stern, op. cit., pp. 97-100; Whittlesey, op. cit., pp. 487-88; Gantenbein, 

邦訳，前出書， pp.299-300参照。

6）北沢新次郎，『各国統制経済の研究』， 1940年， pp.192-930

7）同上， p.1920

8）民間投資の償還受取と利子・配当受取から新規外国発行と直接投資を差引いた

結果は，いわゆる相対的安定期（1925～28年）に3.2億ドルの払超であったが， 31
年に 4.1億ドルの受取超過になって以降32年＝5億ド、Jレ， 33年＝5.1億ドソレ， 34年
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=5億ドソレ等々と入超が定着した（U.S.Department of Commerce, The Ba-
lance of International Payments of the United States, 各年号より算出）。

こうした結果をもたらしたのはとりわけ新規外国発行に示される外国証券投資の

極端な停滞であった。

9）拙稿，前出， pp.107,110。

10) Tasca, H.J., The Reciprocal Trade Policy of the United States, 1938 
(Yep. 1967), p. 156. 

11) G.N. ピークは彼が依拠した NIRAの違憲判決（35年6月）と共に政権から去

った。 とはいえ， ピークに代表される貿易政策の考え方は完全に排除されたわけ

ではなかった。例えば，両者の論争に関し，農務長官 H.A.ウォレスは「数ヶ国

間で双務的均衡を図る計画」を支持していた（Tasca,op. cit. , p. 91）。そこで，

タスカl乙従って，ピークの考え方を確認しておニう。「先づ，彼はアメリカの歴史

的な関税政策と歩調を同じくする高関税の追随者であった。 これを出発点として

次に彼は厳密に実質的な双務主義に基づいて純然たるパーター取引を主要部分と

した通商交渉計画を提出した。 ここに示唆されたのはアメリカの通商条約におけ

る無条件（最恵国）条款の放棄である。 ……最後に，彼は…・・・不況を農業所得と

工業所得の不均等に由来する完全に圏内的な問題と見なしていた」 (Tasca, op. 

cit., p. 90）。

12) Whittlesey, op. cit., p. 497。
13) Bidwell, P. W., The Invisible Tariff, 1939, pp. 89 93: Tasca, op. cit., 

pp.156-57. 

14) Whittlesey, op. cit., 497-98. また， 同行の信用供与は凍結されている信用

の解消及び武器に類似する商品の輸出を金融することを原則として排除していた
(Whittlesey, op. cit., p. 498）。

15) Whittlesey, op. cit., p. 499。 創業以来1938年度末までの信用供与は約6,144

万ドルで，この内キューパに対する貨幣鋳造融資（coinageloan）が2,400万ドノレ，

中国に対する 1931年と 32年の農産物輸出（政府機関による）の融資を輸出入銀行

が引継いだ分が1,300万ドルを占める。

16) Stern, op. cit. , pp. 103-04; Whitllesey, op. cit. , pp. 493-95; Gantenbein, 

邦訳，前出書， pp.305-08。ここで中期信用とは6ヶ月及至1年間の信用を言い，

長期信用とは1年及至5年あるいはそれ以上の信用を指す（Whittlesey,op. cit. , 

pp. 490, 493）。そして，長期信用を主とする業務の活発化に伴ない， 39年3月l乙成

立した輸銀延長法は未償還の貸付金文はその他の債権の貸付枠を 1億ド、Jレとし， 40

年3月には 1億7,500万ド、Jレに拡大された（但し各国当りの債務残高は 2,000万ド

Jレに制限された）。

17）国務省の銀行顧問の認識によれば，「ブラジJレやその他ラテン・アメリカの国々

の為替事情が緩和されうるならば， これらの諸国は封鎖マルクのために彼らの生

産物をドイツに販売する圧力を軽減されるであろう。 この封鎖マルクが， シャハ

ト流のパータ一方式の下で，ブラジル及びその他南米の諸共和国にドイツ工業製

品を見返りに彼等の生産物を販売することを余儀なくしている」（Stern,op. cit. , 
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p.104）からである。

m 海外農産物輸出市場の崩壊とニュー・ディール農業政策

アメリカの農産物輸出は，世界恐慌下に， 著しい減退を余儀なくされたが，

その原因は単に海外需要の急減や諸外国の貿易統制の発展などに止まらず，内

外の農産物需要の減退に照応する農業生産調整の立ち遅れや生産費引下げの困

難1）という圏内的要因にも求められる。 そして，農産物輸出の激減という事態

は世界恐慌の結果というよりも，むしろ 20年代に進展してきた農業不況の激化

であり構造的不況の表面化であった。

アメリカ大恐慌以前に，既に世界戦争中とその後のイギリス自治領や南アメ

リカでの強力な競争者の成長，ヨーロッパでの農業保護及び栄養上の晴好や人

口趨勢の変佑などが進行し，それら諸要因が組合わさって主要なアメリカ農産

物に対する世界的需要を減少させていた。 20年代のアメリカの対外貸付がアメ

リカ農業に輸出市場を保持させえたのであり，その反面で生産削減の必要と高

生産費にもとづく競争力低下の問題が回避されてきていた2）。

世界恐慌によって，価格暴落と市場収縮が顕著となり， アメリカ農業は危機

に陥り，農業恐慌を克服する政策がニュー・ディ－Jレ政府の下で、展開されるわ
けであるが， 政策の方向は生産調整と価格支持及び金融的援助に向けられた。

ニュー・ディール農業政策の展開は，他面で二重価格制を結果するめことにな

り，外国貿易との関連で，そうした基本的政策措置から必然的に派生してくる

対外的措置を要請し，上述してきた互恵通商協定政策に一定の修正を余儀なく

させるようになる。余剰農産物の発生と処理の問題がその場合の中心論点をな

す。以下では，そうした農業政策の下で生じた輸出農産物の圏内市場への転換

と余剰農産物の処理の特徴を確認し， そのなかから生成してくる商品金融公社

の機能と役割をみることにする。

1) 20年代後半には農業における生産技術進歩の起動は与えられていたが， その生

産構造の変化をも含む全面的な実現を制約した要因として，「20年代における農業

支払価格の相対的な高騰の持続による農業生産の収益性の悪化， 不況による農家

負債のいっそうの増加， 農産物需給の構造的不均衡の表面化」など，総じて「一
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般的不況」に把えられていたことが挙げられる（アメリカ経済研究会編，『ニュー

ディーノレの経済政策』， 1965年， p.140）。

2) Arndt, op. cit. , p. 87. 

3）ニュー・ディーノレ農業政策に「二重価格制」を見い出す見解については， Gar-

dner, R. N., Sterling-Dollar Diplomacy, 1969，邦〔村野孝・加瀬正一〕訳，

『国際通貨体制成立史』上巻， 1973年， pp.123-24及び Popper,op. cit. , p. 40 

を参照。

m-1 主要輸出農産物の圏内市場転換と二重価格制度への移行

ニュー・ディーノレ政権は， 農産物需給の不均衡に由来する過剰農産物在庫の

圧迫， 農産物価格の暴落とそれに伴う農業者所得の減少などの形で現われた農

業危機を圏内的に解決する課題に直面し，大別して，（1）生産統制と農民への所

得移転，（2）販売協定による販売方法・価格及び収益の規制，を図る権限を与え

られた（1933年農業調整法）。第（1）の権限は，「基本農産物」と指定された小麦，

綿花， トウモロコシ，豚，米，タバコ， ミルク及びその加工品は「補償または

補助金支払」計画の適用をうけることができ， その場合，農務長官は「生産者

と任意的な協定によるか， もしくは他の方法によって，『基本』農産物について

その作付反別もしくは市場向け生産またはその両者について削減を行うこと。

この目的のために， 農務長官は『公正・妥当』と認める額の補償または補助金

支払をなすことができる」という農業調整法の規定にもとづ、いて， 「パリティ」

価格を基準にその一定率での価格支持を行なうことを中心とする政策に具体化

される 1）。販売協定参加者は復興金融公庫から融資を受ける資格を得たが， そ

れ自体は生産統制を目的としていなかった2）。 乙うした計画を通じて， 基本農

産物を中心に減反と生産調整を実施し， 農産物価格を人為的に引上げ農業者に

購買力を付与し，併せて工業に対する農村市場を創出し， 圏内市場を拡大する

乙とを通じた経済全体に対する景気振興が意図されるわ。 その際問題であった

のは，一方で「供給の過剰であると同時に消費の不足」の事態， とりわけ「価

格を自由市場価格以上につりあげておく乙とは消費，特に食肉，野菜， ミノレク

等高価な農産物の消費を抑制する傾向」を生ずること， 他方「供給量削減によ

って価格引上げをやるには時間的ズレが不可避であること，また満足な価格水
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準はそのような方法で達成できそうもない乙と」である。先の問題の解決には

「経済全般に対する再膨脹政策」が必要であり， 第二の問題の処理では，商品

金融公社融資，救済買上げ，補助金支払等の手段を通じて， 農家庭先価格と農

家所得の引上げに照準が合わせられたぺ

以上のような農業政策を背景に農産物輸出は， 1933年を転期に，総輸出に占

める比率を低下させる傾向を示した。 29年乃至32年の聞に，農産物輸出は，絶

対的な輸出急減のなかで、32%から42%と相対比率を高めたが，それ以降， 33年

の39%からヨーロッパ戦争勃発前の38年の24%に低下し，戦争拡大とともに輸

出は刺激されるが，比率低下は顕著となる 5）。他面，農業総生産（FarmGrass 

Product）との関係で輸出所得をみても，その比率は， 20年代後半の20%前後の

水準から，恐慌期の15%水準， 34年に一時的に 17%となって以降，いずれの年

も殆んど10%の水準に落ちこんだめ。

また，輸出農産物の数量（1929年＝100）をみると，小麦は， 37年にみられた

内外価格関係の好転による輸出増加と，後に述べる輸出補助金計画にもとづく

輸出を例外に，殆んど壊滅状態に陥り，輸出依存度の高い綿花は33年の 118を

ピークに漸減し 38年の51まで収緒し， 39年に輸出補助金計画により92となる

が， 40年に18へと急激する。 トウモロコシ生産と密接な関連をもっ加工豚肉も

33年に38と急激して以来20～30の範囲に低迷した。例外を示したのは果実類

で， 30年代中殆んど 29年乃至20年代後半と同量の輸出を維持した7）。更に，

乙れら農産物の需給関係における輸出の位置をみれば， 市場販売高に占める輸

出比率は，小麦の場合， 20年代の20%以上の水準から 32年に7.7%に低下して

以降ほぼ5%前後の水準に低迷し， トウモロコシの場合は，先の37年小麦と同

様の事情による 25%の輸出を特殊例として， 30年代にはもはや輸出商品となり

えなかった。綿花の場合は，大量の繰越量を抱えていた事情を考慮すれば， 33

年以降の生産調整の進展（37年の例外的豊作を別として）とともに， 繰越しを

含む総供給量を基準にして，輸出比率が上昇すれば繰越水準が低下し逆の場合

は逆となる一種の相関関係を呈していた。余剰綿花を除去する大幅な生産調整

は進展せず（次節参照），圏内消費も著しい回復を遂げえなかったからである九
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以上のように，農産物輸出は総輸出においても農業総生産においても地位を

後退主せるなかで， 輸出農産物も国内市場への転換及至輸出市場の喪失を経験

してきたが，その反面で，農産物価格は価格支持政策に支援会れて 33年以降回

復しはじめるとともに，海外の競争商品の或いは国際市場での価格と比較して，

表 3 小麦及びトウモロコシの各市場での平均価格

（単位，ブッシェル当りのセント）
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園内市場価格がそれらを上廻る関係が定着してきた（表3参照）。例えば，小麦

は，先述した 37年を除いて， 33年以降乙の関係に陥った。園内価格が国際価格

を上廻る価格関係と輸出農産物における大量鰻越の発生（表4参照）は，余剰

農産物処理の為に，海外市場販売に対する補助金を要請する。 ここにおいて，

輸出農産物における二重価格制が成立する。具体例についてみれば， 38年に小

麦が，過剰在庫の形成を阻止するために，ブッシェル当り 29セント（農場価格

は55.3セント）で 9,400万ブッシェル輸出され， 39年には， 621.4万梱の綿花が

ポンド当り 1.5セントの補助金を受けて輸出された。 また， 39年6月の米英政

府間ノfーター協定の下で，アメリカの 60万梱の綿花とイギリスの約8万トンの

1929 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

1940 

41 

42 

表 4 農産物の繰越歪と繰越比率の変化， 1929～44年度

量Iι〕γiF;.-1綿繰越繰越

1,000ブッー % 山ブッシェル｜ 号も 1,000栖%
291,115 27. 5 139,258 5.5 4,530 26.1 

312, 505 26. 5 168,163 8.2 6,370 34.6 

375,257 29.9 270,402 10.9 9,678 41. 5 

377,750 33.4 386,561 13.7 8,165 35.9 

272,893 29、3 337,734 13.8 7,744 36.9 

145,889 17.9 64,788 3.7 7,208 41. 5 

140,433 17.4 175,886 8.0 5,409 30.5 

83,167 10.3 65,655 3.8 4,499 25.l 

153,107 16.0 361,438 15.4 11,533 50.3 

250,015 23.4 583,740 25.1 13,303 57.1 

279,721 28.2 687,623 27. 7 10,564 42.9 

384,733 35.0 644,677 25.8 12,166 52. 7 

630,775 47.4 490,688 17.5 10,640 46.3 

618,897 38.7 384,101 11.4 10,657 45.7 

316,555 19.8 230,995 7.4 10,744 49.1 

279,180 19.7 315,272 10.5 11,164 48.8 

注：繰越比率は当該年度末の次年度繰越量を総供給量（小麦・綿花）及至総分

配量（トウモロコシ）で除したものである。

資料： U.S.Department of Agriculture, Agricultural Statistics, 1952. 

pp.14-15, 43, 76, 81. 
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ゴムが交換されている9）。

しかし， 二重価格制が全般的に農業生産物に関して確立したわけではない。

38年及至39年のそうした補助金による輸出計画は部分的であったし，他方で，

「農産物輸出に関連した損失に対して補助金または補償を支払うことによって

農産物の輸出を奨励すること」という目的を含む 1935年農業法のいわゆる「第

32条資金」川は， 互恵通商協定政策との対立を避けて，主に困窮者救済の為の

食糧スタンプ計画と学校給食計画など園内的に運用された問。つまり，それら

の輸出補助金計画は例外的及至実験的なものとみるべきであり， むしろ，第二

次大戦へのアメリカ参戦と関連して， 武器貸与法を中心に大規模に展開される

輸出計画において広範化していくのである。

1 ) Benedict, M. R. , Can We Solve the Farm Problem ? , 1955，邦訳（山口

辰六郎監修），『アメリカ農業政策史』 1958年， pp.263-64。 その計画の財源は主

に「長官は農産物に対し『当該商品の現在の平均庭先価格と当該商品の公正な交換

価値との差額』だけの加工税を課する権限を与えられた」ことにより捻出された

(Benedict，邦訳，前出書， p.264；アメリカ経済研究会編，前出書， pp.144-45）。

なお，この「加工税および補償税制」は最高裁の違憲判決により無効とされ廃止

されるが， それに代替する「土壌保全および国内割当法」が成立し， 政策の大綱

は継承された（アメリカ経済研究会編，前出書， pp.146-48; Benedict，邦訳，

前出書， pp.284-88）。

また，「パリティ」価格とは「農産物価格を1909年8月から14年7月の5ヶ年を

基準年次（タバコの場合は19年8月から 29年7月）として，その年次における水

準と同じ価格水準をもっ価格」（アメリカ経済研究会編，前出書， p.144）であるが，

その合意はその期聞に荏在したと「同様な関係を非農産物価格に対して保持する」

ことであり，この時期は「農産物および非農産物の価格に関するかぎり比較的安

定した時期であり， 南北戦争以来のどの時期よりも農民が相対的に裕福な時期」

に相当していた（Benedict，邦訳，前出書， pp.4-5,13-14, 17-18）。

2）販売協定は， 1933年農業調整法の「対生産者支払価格と農産物取扱業者と加工

業者に認められた利鞘を統制するために， 加工業者・生産者組合その他の者と販

売協定を締結すること」という規定に基づき， この協定は「反トラスト法」の例

外とされた（Benedict，邦訳，前出書， p.263）。 販売協定が適用されたのは主に

「基本農産物以外の生産物， たとえば畜産物，果実，野菜など」で，「特に流動ミ

Jレクシェッドの場合は重要であった」という （アメリカ経済研究会編， 前出書，

p.143）。

3）同志社大学の研究も，ニュー・ディーJレの農業政策を総括して，「この新しい政

策基調は，国民経済的観点から， 農業への所得の移転ということによって農業の
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回復， 改善をはかり， 同時に相対的に低所得水準にある農業に所得の移転を行う

ことによって農民の購買力を増加させ， 国民経済的に有効需要の増加を期待する

ということにあった」としている（アメリカ経済研究会編，前出書， p.168）。 こ

うして，「国民経済的観点jからその政策基調を「正当」化されているが，ひとま

ず国内均衡の視点の限りであることを確認しておこう。

4) Beuedict，邦訳，前出書， pp.268 70. 

5) U.S. Department of Agriculture, Agricultural Statistics, 1952, p. 552. 
6) Lipsey, R. E., Price and Quantity Trends in the Foreign Trade of the 

United States, 1963, pp. 436-37.戦争期には，「武器貸与法」にもとづく輸出計

画を中心に， 42年の8.8%から43年以降13%台の水準に回復していく。

7) Agricultural Statistics, 1948, p. 478. ここで輸入数量についてみておこう。

ゴム，コーヒー，絹， ココア立， じゅうたん用羊毛， バナナ，茶及び香辛料が大
半（約95%）をなす「補完的輸入（complementaryimporte）」は20年代後半期と

同一量及至それを上回る数量を維推し， アメリカ大恐慌とその後の不況の影響を

受けたのは統計的に「補充的輸入（supplementaryimporte）」 とされる上記以

外の農産物であったが， 輸出量の減少ほどの変化は示さなかった。個別的には，

（上記以外の）羊毛や酪農製品及ぴ皮革類の減少が著しい（ditto, p. 479）。なお，

上記の「補完的輸入」は消費向け農産物輸入のほぼ50%に相当する（do.,1952, 

p. 552）。

8) Agricultural Statistics, 1952, pp. 9, 14-15, 43, 81. 
9 ) Popper, op. cit. , p. 40; Arndt, op. cit. , p. 88. 

10) 1935年の農業調整法改正によって設けられた第32条は，「以下の措置を可能にす

るために連邦政府の受取る関税収入の 30%を農務長官に使用させることを規定し

た。（1）農産物輸出に関連した損失に対して補助金または補償を支払うことによっ

て農産物の輸出を奨励すること， もしくは国内消費用に必要とされる生産部分に

つき追加払いとしてそれらの生産者に支払うこと。（3）当該商品を正常流通経路か

ら他に転用することによって，それらの園内消費を奨励すること。（3）作付もしく

は生産量の調整のために融資することJがそれである。 そして， この第32条資金
の適用は基本農産物には限らなかった（Benedict，邦訳，前出書， pp. 282-83）。

11）詳細については， Benedict，邦訳，前出書，第8章を参照。

Il-2 商品金融公社の融資。買上げ活動を通じる価格支持と余剰農産物

集積

商品金融公社（CommolityCredit Corporation；通称 CCC）は，既に概要

をみた価格引上げと農業者所得増加を図る価格支持政策を基調とする農業政策

を基本的に前提し， それを補完する機関として融資及びそれを通じた買上げに

よって価格支持活動を展開する目的で設立された（33年10月）。 CCCは，連邦
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政府による各般の農産物価格支持計画に沿いながら， 既に確認した「供給量削

減によって価格引上げをやるには時間的ズレが不可避である」ことによる政策

遂行上のギャップを埋め，「庭先価格と農業所得を引き上げるために一層迅速で

積極的に行動できる」点に活動領域を見い出す1）。 つまり， 農業者の資金需要

に即応し，与えられた「パリティ」価格を基準に融資を行い， そうすることを

通じて農産物の価格支持を間接的に担い且つ設定された価格水準の波及を強め

る役割を作用因としている。以下では， CCCの活動を融資方法とその対象に

ついてみることにより価格支持融資・買上げのメカニズムを確認し，次に 1938

年以降の活動範囲の拡大と資金的基礎の拡充並びにそれに伴う CCCの機能変

化を見ることにする。

ニュー・ディーノレの初期に行われた融資計画はほぼ綿花とトウモロコシに集

中していた。融資方法は CCCの直接融資と CCC保証による金融機関融資と

に圧別できるが，前者の融資形態は「償還請求権のない融資（nonrecourselo-

an）」として価格支持に広範に利用されるようになるので， それについて見て

おこう。 乙の融資は， 1933年度の綿花とトウモロコシの場合，綿花は農務省の

検査基準に合格した指定綿花倉庫が発行した倉荷証券に基づいて，またトウモ

ロコシは綿花の場合と同様にして或いは農場の貯蔵設備に見返り担保の封印を

して2），行われるが，その場合， 被融資者は政府の減反一生産調整計画に協力

する必要があった。 乙うして融資を受けた農業者は，融資を返済して見返り

担保を取り戻すことも，或いは見返り担保を融資期間の終りに引渡してそれ以

上の債務支払を免れることもできる。この「償還請求権のない融資」によれば，

農民は，市場価格と融資率の関係に応じて， 融資を返済するか或いは担保農産

物を CCCに引渡すかいづれかを選択できるわけであるわ。 1933年度に実施さ

れた融資計画では， トウモロコシの場合，融資率は時価を上廻り価格引上げを

果たした上，更に農家保有分の一部が 34年に使用するために保留されたが，資

金需要は 33年中に充たされていため。線花の場合には，銀行，仲買人i周施業

者，商人が融資の実施を要請されたが，彼らは 33年度末迄のどの時点でも「額

面価格に繰延利子を付して CCCが手形を買上げる旨の保証」を与えられてい
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表 5 商品金融公社の融資活動（1933～39年度）と未払融資残高（その1)

(1940年1月1日現在） （単位：金額・千ドル）
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表 5 商品金融公社の融資活動（1933～39年度）と未払融資残高（その 2)

：［；；；出荷：
;: ~:~\ ~I ~I ~I : I ~ t 山 031 吋 o［吋 F I 1 2 I 

｜丸7 zg[ o¥ 29＼庁 I 1s ｜ 

｜刊2＼山91 ol 2, 3491 庁 I 581 

麦言T 卜 l~！：
－一~~J 臼64,475弓！聖画瓦ム「＝＝－1亘出コゐ

山 oo[ 1［吋幻4L // I同 41

I s刊o［刊61 o［広5 11 I 1仏15

,:l 291いI一」

1938-39年 F

1937-38年 H

A 
sコ I

f－
 

－一」一日

A 
p 

A 
仁1

O

O

Q

u

 

q
a
q
ο
 

η

d

Q

U

 

η

δ

η

δ

 

’n吋U

’n同d

し
1

一ー

や

リ

め

コ
つ

ツ

な

ヒ

(1940年1月1日現在） （単位：金融・千ドソレ）

計1~~1
／／ 

II 



- 44ー 経済論究 36号

表 5 商品金融公社の融質活動（1933～39年度）と未払融質残高（その3)
(1940年1月1日現在） （単位：金融・千ドル）

！ ｜ 担保及びCC C所有
実施｜ 未払融質残高 ｜ 商品（40年1月1日）
された lccc i銀行及び｜ I I I CCC 
融資1)I l銭関合計｜数量単位｜担保川 2所有

｜保有分 l分2) I I I ｜商口口

ホップ， 1938-39 I 1, 3881 1, 0671 Oj 1, 0671 グ I 5, 1801 

ライ麦， 1939-40 I 5571 5421 01 5421 11 I 1, 4331 

総 計 j1, 4削 921肌叫 23刊 51伐 ω
1) C. C.C. I乙より直接行われた融資及ぴ c.c.c.との購買契約にもとづい
て諸貸付機関により行われた融資を含む。

2）当該欄の商品に対しては， c.c.c.が債務を有する（責任を負う｝。
3) c.c.c.，諸銀行，及び他の貸付業者による融資に対する担保商品（Com”
modities pledged) 

4）購買機関との協定にもとづいて1939年秋に openmarketで購入された

タバコで，協定は自分の伍意選担で（atagent’s option) C. C. C.から権
利を得ることをその購買機関に認めている。

5）上段はテレビン樹脂（turpentine）で，下段はロジンである。

（資料） U. S. Department of Agriculture, Agricultural Statistics, 

1940, p. 632. 

たので，その融資水準が綿花の最低価格設定を意味した5）。 CCCは，「償還請求

権のない融資」のこのような直接・間接の二形態の融資万式を主軸に， 価格支

持活動を展開するが，その際，融資対象は必ずしも基本農産物に限定されず，

大統領が指定した商品にこの方式の融資が行われたの。 各種農産物に対する融

資活動を示す5表によれば， CCCの活動の主力は線花， トウモロコシ及び小麦

に向けられ，綿花，小麦及び羊毛融資が主に後者の方式によっており，その他

の商品は前者の方式を適用されている。 38年度までに実施された価格支持融資

において，殆んどの商品が融資を償還しているか及至は担保の状態にあるのに

比べて，綿花，トウモロコシ及び小麦は既に CCC所有に帰する部分を生じ，事

実上 CCCによる買上げの事態を招いたことは注目に値する。前述した CCC

融資の性質から，融資率と市場価格変動の関係に応じて， CCCの買上げ・在庫

累積の可能性は与えられていたからである。 こうした融資清算による CCCの



ニュー・ディール貿易政策に関する若干の問題点 - 45 -

商品取得と共に， CCCはその輸送・貯蔵及び処分を必要とし，その結果，取引

にもまきこまれる乙とになる。 それが現実化するのは37年であるが， 39年の秋

には価格支持の方法として市場における直接買付を始める7）。とはいえ，それを

以て直ちに，余剰農産物の新たな発生一一CCC保有の過剰農産物累積一一海外

市場への補助金輸出，の直線的図式を結論するわけにはいかない。 というのも，

農業生産に対する自然的条件の作用はもとより， 生産調整の達成見通し，農産

物需要の動向，そうした事情にもとづ、いた計画当局の支持価格水準の操作（乙れ

は CCCにとって与えられた前提である）など多様な要因が存在し， CCC自体

の資金的限界も考慮しなければならないからである。

そこで，農業調整計画にあって， 価格支持と表裏一体にあるはずの農産物の

生産調整に簡単にふれておこう。生産調整は任意の協定にもとづく農産物の作

付面積及至市場向け生産の削減に依拠したが， これらの消滅に比例して生産高

が減少するわけではなかった。最劣等の土地が休耕に固され，耕作される土地

が集約的に経営されまた技術的改善も加えられ，また生産調整計画に参加して

いる農民とそうでない農民の間での競争により減反が制約されるなど，生産高

の削減を必ずしも順調に進捗させない諸要因が作用するからである8）。概して，

減反が生産量の減少と結びついたのは計画の初期であり， 1937～38年の景気後

退以後は両者が照応せず， 生産の量的調整は殆んど達成できない状態に陥って

いる（表6）。この傾向はとくに輸出比率の高い綿花と煙車の場合に著しく，綿

花は順調な作付制限を果たしたものの生産高を大幅に縮減させるには到らなか

った。 トウモロコシの場合は，計画初期に達成された作付制限がほぼそのまま

維持されるなかで，生産高が増大していく傾向すら示した。 このように，作付

制限と生産高調整が照応しないで，生産量を維持していく関係は， 別の面でみ

れば，単位面積当りの生産増加が進展したことを示している。つまり，生産調

整の側で一応作付面積の調整は進展しながらも， 農業内部で，与えられた価格

支持を条件にして，集約的生産， 土地保全及び農業技術上の改善などむしろ増

産へ転じる条件すら生じつつあった乙とから， 生産高の調整は容易に達成でき

るものではなかった。
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おて，議会の CCCに対する認識が高まるにつれて， CCCの活動はより広範

となり，それに応じて財政的基礎の拡充が図られる。 38年農業調整法において

その方向が明瞭となる。 l司法は融資がパリティの52～75%の範囲内で行われる

べきことを規定し， それぞれの融資率で「償還請求権のない融資」を行うこと

を指示した。当初は主に綿花，小麦およびトウモロコシに適用されへ以後適用

対象が拡張され（表5参照），却年代に入ると，多種類の農産物に適用されしか

も価格支持水準を漸次引上げる方向で融資が行われるようになる山。 乙のよう

な融資対象の抵張と融資率引上げを資金的に支援するために財政基盤の強化が

図られ， 38年法は CCCに資産再評価の方法を通じて国庫支払を行ない， また

5億ドルの債券及ひ8手形を発行する権限を認めた11）。後者の方法による資金調

達は，その後， 39年3月に 9億ドル， 40年8尽に14億ドル， 41年7月に 26.5億

ドル， 43年には30億ドルと借入限度を広げられる。前者については，既に 36年

に資本金が 300万ドルから 1億ドルに増資されていたことをうけて， CCCは，

表 6 主要基本農産物の生産調整

（実数は各1,000単位，指数は%）

I 193 
E戸引竺再l唾唖盃占！収穫面積｜生産高収穫百積i生産J空

小麦 I 59, 3971 861, 4561 I I I I I 

I 100. OI 100. OI so. 91 66. OI 9唱.31 95. 81 88. 11 106. 6 
トウモロコシ 1 106, 3031 2, 528, 8心31 I I I I I 

1. 100. 01 100. 01 81. 41 92.到 83.71 100. 01 83. 01 114. 5 

綿花 I 39,0131 14,6771 i I I I I 

I 100. OI 100. OI 71. 61 75.引 61.41 82. 51 56. 81 79. 5 

煙草 I 1, 8391 1, 410, 3791 I I I I I 

I 100. OI 100. 01 80. 71 88. 81 90. 81 111. 71 75. 11 96. 3 

豚：総頭数 1 I 56, 6141 I 94.引 I 91. 71 I 111. 2 

内・子豚 i I 25, 4541 I 95.到 I 99. 81 I 125. 5 

単位：面積はエーカー，豚の場合は頭数

生産高は小麦とトウモロコシはブッシェル，綿花は梱，煙草はポンド
資料： U.S.Department of Agriculture, Agricultural Statistics, 1952, 

pp,2, 36, 76, 126-27. 405. 
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担保として保有している商品及び自己所有に帰した商品を 3月末日現在の市場

価額で再評価し， 38年と39年で合計約2億ドノレ， 43年から45年にかけて 11.8億

ドソレを国庫から受取った。 その聞に， 40年と42年に計7千万ド、ノレが国庫に納付

されていた。

以上のような CCCの資金拡充と支持価格引上げを伴なう義務的価格支持融

資は，市場価格を上廻る融資率を通じて， 農産物の「正常な移動が制限され，

多量の売れないストックを CCCが抱えこむ」12）ことに道を拓いた。 しかも，

例えば， CCC所有の綿花に対して「要した全費用を政府に償還できないような

低い価格で綿花を販売してはなら」ず，また「一カ月30万俵以上，年間150万俵

以上は販売できない」とする在庫処理の制限が規定された1めように， CCCの許

での余剰農産物の集積は必然的となる。乙うした諸措置によって， CCCは，「価

格と供給の安定」を目的とした機関から，「備蓄機関」へと機能変化を遂げてゆ

く凶。但し，在庫処理に対するそのような制限は輸出向け販売の場合には適用

されず，乙の例外措置は CCCが保有する農産物の過剰ストックに， それが圏

内市場で価格低落圧力として作用するのを防止しながら， 海外市場に販路を求

めて処理する方向を与えた。前節でみた小麦と綿花の輸出補助金計画による海

外向け処理はその具体例をなしていた。そして，既にふれた価格支持を CCCが

行なうもう一つの直持買付の方法をも併用して， CCCは次節でみる農産物輸出

計画に動員され，農産物輸出の主要機関と佑していくのである。 このように，

海外輸出市場から園内市場中心へ方向転換し， 発生した余剰農産物を困窮者救

済と学校給食及び用途転用などの諸計画を通じて国内的に処理し，また互恵通

商協定政策との対立を回避してきたアメリカ農業の位置関係は， 上述してきた

CCCの機能変化とともに，崩壊の契機を与えられる。

1) Benedict，邦訳，前出書， pp. 269-70; Schickele, Rainer, Agricultural 
Policy: Farm Programs and National Welfare, 1954, pp.192-93. 

2 ) , 3 ) Benedict，邦訳，前出書， p.441; Schickele, op. cit., p.193. 
4) Benedict，邦訳，前出書， pp.442-43.融資率はブッシュJレ当り45セントで， ト

ウモロコシの農場価値はトウモロコシ地帯の殆んどで 31～37セント（33年11月）

であった。また，こうして維持された高価格は「1933～34年冬の家畜の飼養頭数
整理や軽量飼育」の原因となり， トウモロコシ融資計画が間接的に畜産調整に影
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響する計画でもあることが示されている（同所）。

5）綿花融資はポンド当り 10セントで行われ， これは「商業上の取引の通例である

65～75%融資」に比べでほぼ100%融資であった（Benedict，邦訳，前出書， pp.
441-42）。

6) Benedict，邦訳，前出書， p.311。

7) Benedict，邦訳，前出書， p.448. この種の取引活動は戦争期間中に，種々の計

画を遂行する方法として，一層広範に展開されることになる。

8) Schickele, op. cit., pp. 202-03。 シッケルが指摘する要因をここに再言して

おこう。「1.最劣等の土地が先づ生産から排除され，かくして生産に残された土地

の生産量は以前の総面積の平均よりも高くなる。 2.耕作される土地はより適切な

圃場管理， より高度な施肥及びよりよい除草によって一層集約的に耕作され，そ

うしたことが収穫量の増加に結果する。 3.後年になると，割当られた面積は，休

耕になっていたか，或いは牧草，豆類及びその他の土壌培養作物を植付けられて十

分に保全された土地l乙作付けられ，そのことが収穫を更に高める。 4.天候やその

他の外的諸要因による収穫量の年々の変動は作付面積割当の比率変化よりも一層

大きいことがしばしばである。 5.生産者たちの完全な協定参加を望めない以上，

例えば農民の 70～75%が生産調整計画に参加するとしても，これらの農民たちは，
非協力農民の側での不変及至増加させられすらする作付面積を相殺する為には，

一般的に望まれる作付面積よりもかなり大きなノf－センテージだけ彼らの作付面

積を削減せざるをえなくなる。かくして，農民たちが合理的に求められる比率削減

応対してはむしろより狭い現実的限界がある。 6.作物品種，耕作，施肥，除草及

び悪疫防除における技術的改善が， 数年間にわたる作付面積統制計画によって達

成される作付削減をも相殺する以上の， 単伍エーカー当りの収穫高を傾向的に上

昇させる」 (ditto）。

9) Benedict，邦訳，前出書， pp.290, 444-45. 

10) Agricultural Statistics, 1952, pp. 680-81を参照。

11) Benedict，邦訳，前出書， p.445。こうした財政基盤の強化措置とともに， CCC

の所有権は政府l乙移管され，その運営権限は農務長官に付与された（38年3月8日）。

その後， 39年7月1日には大統領再編計画により農務省に移管され，それまで費

消資金の大部分を復興金融公庫に依寄していた関係は名実ともに終了する。

12), 13) Benedict，邦訳，前出書， p.469。CCC所有の商品を処理することに制限

を加えたのは， 1938年と 39年の立法措置によってであり，この措置は 45年4月12

日まで効力を付与されていた（前出書， p.446）。

14) Benedict，邦訳，前出書， p.478。
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III-3 戦時輸出計画と商品金融公社

1939年9月の第二次ヨーロッパ戦争の勃発以降， それまで低迷を続けてきた

農産物輸出に転機が訪れる。 41年初の大統領教書は民主主義国家を援助する旨

を宣言し，同年3月11日に成立した「武器貸与法」（Lend-LeaseAct）にもと

づいて直ちにイギリス・ギリシァに軍事物資の貸与が適用された。 アメリカの

そうした援助方向は，前稿でもみたように，米英通商協定の政治的一面と「1939

年中立法」の意味からして首肯できるところである 1）。その意味で， 戦時需要

に対する連合国向けの供給が増大する状況が生じ，それがアメリカ農業にも新

たな刺激として作用する。 ここでは，そうした事態を背景に， 41年度以降急速

に増加する農産物輸出の動向を検討し， 世界戦争下に輸出機関としてその意義

を強めた CCCの役割を検出し，戦後に，対外援助政策と密接に関連して CCC

が自己の地位を確立するのを見ることにしよう。

ニュー・ディーノレ下の農産物輸出は， 20年代のそれに比べて，絶対的にも相対

的にも後退を余儀なくされ，戦争開始前の 38年度迄の年度平均輸出額は約755

百万ドルにすぎなかった（因みに，乙の額は 29年の綿花輸出770百万ド、ノレ2）と

同規模である）。その後， 39年度には738百万ドノレで、あったが， 40年度に350百万

ドノレに急減して以来，農産物の「商業的」輸出は低迷し， 41年度294百万ドル，

42年度274百万ド、ノレ， 43年度463百万ドソレ及び、44年度628百万ド、ノレと遂にニュー

・ディーノレ下30年代の実績を回復するに到らなかった。尤も， 45年度になると，

戦争の実質的終結とともに， 1,489百万ド、ノレと 29年度の輸出額に匹敵する農産

物が「商業的」に輸出されている。戦時中のそうした「商業的」輸出の低迷に

代って，農産物輸出の急増を担ったのが武器貸与法にもとづく輸出であった。

後者は， 41年度以降，国内産農産物総輸出の 7割及至8割を占め，それぞれ738

百万ドノレ， 1,223百万ドル， 1,843百万ド、ノレ及び1,529百万ドノレに上った（表7参

照）。

また， 40年代に新たに登場した幾つかの輸出計画と CCCの関係を概観して

お乙う。アメリカの参戦と共に種々の輸出計画が始動するが，そのなかで CCC



国産農産物総輸出

内訳：

武器貸与法による輸出

(C.C.C.調達分）

UNRRA による輸出

(C.C.C.調達分）

その他

〔内・伺人乃至私的機関
による救済等）

国産農産物総輸出

内訳：

武器貸与i去による輸出

(C.C.C.調達分）

UNRRA による輸出

(C.C.C.調達分）

その他

（内・個人乃至私的機関
による救済等）

l 空~~］山 I) 1944 I 1叩

(1) 1941年3月11日～1942年6月30日

(2) 1944年9月～1945年6月

(3) 括孤内の割合は該当項目と括孤内指示分との関係を示す。

資料：輸出額は U.S.Department of Agriculture, Agricultural Statis-
tics, 1947, 1948, and 1950. C. C. C.による輸出計画向け調達は， ditto,
1950, pp. 616-17_ 

が物資調達を通じて関与した諸計画をみれば（表8），武器貸与法にもとづく輸

出計画が大半を占めている。すなわち， 40年度には29百万ド、ノレにすぎなかった

が，参戦と共に， 41年度783百万ドル（全体の99%),42年度10億ドル（同88%),

43年度1,672百万ド、ノレ（同84%）及び 44年度2,138百万ドル（同82%〕と， CCC

による輸出計画向け農産物調達は武器貸与計画にほぼ集中している。 45年度に

なると，その額は872百万ドル（同43%）となり，戦後の救済や復興向けの農産

物調達が増加してくる。
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表 8 商品金融公社の輸出計画向け農産物調達

（年度は7月1日開始の農業年度，単位： 100万ドル）

計 画｜附 l則｜附 l附山川
主5語：－－1291一－一一7
UNRRA 

軍関係
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資料： U.S.Department of Agriculture, Agricultural Statistics, 1950, 

p. 618. 

以上のような事実を関連づければ， CCCは，戦時経済下の特殊な条件の下に

おいてではあれ，主に武器貸与法にもとづいて拓かれた輪出ルートを通じて：大

規模な農産物輸出を担い， 通常の「商業的Jルートによる輸出の停滞を補う以

上の役割を果たしたということができょう。表7中の輸出実績と CCCによる

輸出物資調達の関係は，戦時中に， CCCが輸出機関として実質的に機能してい

たことを物語っていると考えられる。戦後でも，政府による輸出計画や UNR-

RA による救済輸出に対し重要な役割を果すことになった。 このように， CCC

は，農産物の価格支持機構の重要な一環として機能しながら， 同時に戦時の物

資調達・輸出機関としての機能を対外援助政策と結びついて展開したわけであ

る。序でに述べれば，諸輸出計画に向けて CCCが調達した農産物は多種類に

及び，酪農品，家禽類，食肉，油脂，穀物類及ぴタパ唱コが主な農産物であった九

CCCが以上のような活動実績を展開してきたとはいえ， CCCは設立後「1935

年に認可された定款はしばしばしかもとく短期間を限って更新され」る形で存

続する「臨時緊急機関」の状態におかれていたヘそうした不安定状態に終止

符をうち，設立以来の実績を公式に確認し， 戦後の恒久的な機関として寄続す

るのを承認したのが1948年6月29日の「商品金融公社新定款法」の成立である。
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同法により CCCは次の権限を与えられた。（1）融資，買上，支払およびその他

の諸操作により農産物の価格を支持すること。（2）農産物の生産および販売に関

連して必要な資材および施設を利用する乙と。（3）他の政府諸機関，諸外国政府

或いは園内，国外または国際的救済もしくは復興機関への売却のためおよび園

内の必要を充すために農産物を調達すること。（4）余剰農産物を除去もしくは処

分しまたはその除去もしくは処分を援助すること。（5）国内市場の拡大もしくは

拡大を援助することにより，または新規の追加市場，販売施設および用途の開

拓もしくは開拓を援助することにより， 農産物の国内消費を増大させる乙と。

(6）農産物を輸出しもしくは輸出させ，または外国市場の開発を援助すること。

(7）その他議会が特に権限を与え，または定めた諸操作を遂行すること，がそれ

である九更に， 49年の改正で， CCCの運営が理事会から農務長官に移管され

るなどの変更の他に，「海外で生産された緊急用および戦略用の資材と農産物と

のパーター取引を行う権限」が CCCに付与された6）。こうして， CCCは，戦

後にあらためて，農産物価格支持と余剰農産物処理及び公的機関向け農産物調

達並びに農産物輸出の諸機能を営む乙とになり， 戦前と戦中に果たしてきた役

割を継承するわけである。 のみならず，戦後に開始される対外援助法は，戦時

中の武器貸与法がそうであったように， CCCの保有する余剰農産物に捌け口を

提供し， CCCが媒介環となってアメリカの余剰農産物処理と対外援助政策が連

結されることになった。とりわけ「1948年対外援助法」（いわゆるマーシャノレ・

プラン）は，その一条文において，「商品金融公社は，余剰商品を対外援助のた

めに，生産費または園内価格の内のいづ、れか低U方で、売却することができ，こ

の操作のための費用の50%までを，農務長官は第32条資金から支払う権限を与

えられるりと規定し，輸出補助金を通じる農産物の二重価格制を確立させる。

それに伴ない，互恵通商協定政策を中心に進められてきたアメリカ貿易政策は

異質な原理を導入する乙とになったわけである。

1）拙稿「アメリカ互恵通商協定政策の成立と展開J，『経済論究』第35号， pp.116-
17。
2) U.S. Department of Commerce, Statistical Abstract of the United St-
ates, 1940, p. 493. 
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3) U.S. Department of Agriculture, Agricultural Statistics, 1950, pp. 616 

-l7. 

4) Benedict，邦訳，前出書， p.456.

5）向上， pp.456 57. 

6）同上， p.458.

7）同上， pp.458-59. 

おわりに

ニュー・ディーノレ下のアメリカ貿易は，経済不況を克服する政策が国内均衡

の回復を中心に展開され，しかも主要各国の貿易政策がアメリカ外国貿易に諸

々の制約を加えるなかで， アメリカの国内景気振興の補完的役割を担うもので

あった。 ニュー・ディーノレ貿易政策は，国内外のそうした基本的条件の下で展

開され，国内政策から余り制約されず，また園内での景気振興政策と直結され

ることもなく， そうした関係が与えられていた限りで，互恵通商協定政策を中

軸に国際貿易関係を自由市場原理にもとづ、いて再建する方向を提起してきた。

他面，アメリカ農業の分野で設定された二重価格制度は， 恐慌下のアメリカ

農業を規定していた生産過剰，高賃金及び低生産性等の基本的諸条件の改善を

直接に目ざすのでなく，生産調整＝価格支持計画によって農業を危機的状態か

ら救出することを意図した農業政策のー帰結である。 ニュー・ディーノレ農業政

策は，園内均衡的には合理的とみなされるとしても，その代りに農業部門にお

ける自由市場原理の実質的放棄を不可避にしていた。 しかも，農産物における

こ重価格制度が戦後のアメリカ対外援助政策と関連して確立されたことは，余

剰農産物処理の為の輸出を通じて， 戦後の国際的な農産物貿易に著しい作用を

及ぼさずにはいなかった。

前稿で明らかにしたように，戦後の国際的な貿易自由化の機構であるGATT

は，理念的に，また関税譲許の方法に於ても， その歴史的先駆をアメリカ互恵

通商協定政策に求めたが，戦後に GATTが機能展開を遂げ始めるのに平行し

て，乙れとは生成原理を異にする農産物の輸出径路がアメリカの対外援助政策

につれて準備されるわけである。こうして，後進農業諸国は GATTを通じて
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農産物輸出の増加に対する展望を与えられながら，他方で，二重価格制度下の，

一般的な貿易径路とは別に設けられた， アメリカ余剰農業物の輸出攻勢に脅か

されることになる。とりわけ，マーシャル・プランや MSA援助などが主に工

業諸国と締結されることは，後進農業諸国に対してその輸出市場を侵害するこ

とに通じた。言いかえれば，アメリカ農業における二重価格制度は GATTが

依拠している自由市場原理に対する侵害である。 そして，このような矛盾は既

にニュー・ディーノレ貿易政策に怪胎していたのである。




